
令和２年度教育研究員 募集要項（幼稚園・こども園）

南部広域行政組合島尻教育研究所

１ 事業目的

公立幼稚園・こども園における今日的教育課題を解決していくために、幼児教育に関する理論研究と実践力の

向上及び教育職員としての教養の深化を図り、使命感を持った人材を育成して島尻教育の活性化と発展に資する。

２ 応募資格

(1) 南部広域行政組合教育委員会域内の公立幼稚園・公立認定こども園の教育職員（幼稚園教諭・こども園保

育教諭）で、公立保育所勤務も含めて経験３年以上経過していること。

(2) 原則として県内外の研修機関における長期研修修了後３年以上経過していること。

(3) 教職10年経験者研修の対象者、教員免許状更新講習の対象者を除く。

(4) 沖縄県立総合教育センターの長期研修応募との併願は、原則として認めない。

(5) 本教育研究所が計画する研修（宿泊研修を含む）を受講することができること。

(6) 教育研究員の派遣に係る代替教員等の加配については、派遣元が負担すること。

３ 研究期間

前期 令和２年 ４月１日 ～ 令和２年 ９月30日 (６ヶ月)

後期 令和２年 10月１日 ～ 令和３年 ３月31日 (６ヶ月)

４ 研究内容

幼稚園・こども園における今日的教育課題を踏まえ、理論研究及び実践研究を行い、その具体的な成果を広

く現場に還元できる内容とする。また、研究内容は報告書にまとめる。

(1) 研究領域 幼稚園教育要領、こども園教育・保育要領を踏まえた研究とする。

教育課程内の領域とする。

(2) 研究テーマ 研究テーマは、広く現場に還元できる内容とし、応募者が設定する任意のテーマとする。

(3) 検証保育 実践研究のための検証保育を所属園において実施する。

(4) 研究員の指導

① 研究の進め方、内容等については、島尻教育研究所指導主事を中心に指導する。

② 域内の幼稚園・こども園園長、教頭（主任）、連携大学教員、学識経験者等を指導講師に委嘱し、研究

テーマに関わる指導を依頼する。

５ 募集人員（予定）

前期 幼稚園教諭・こども園保育教諭 ２名 程度

後期 幼稚園教諭・こども園保育教諭 ２名 程度

６ 応募方法

(1) 応募者は、応募書類（様式１、２）を園長に提出する。

(2) 園長は、応募書類（様式１、２）に推薦書（様式３）を添え、厳封して設置自治体の主管課長（教育委

員会教育長または福祉部局長）に提出する。

● 様式１：教育研究員申込書

● 様式２：希望研究テーマ

● 様式３：推薦書

※ 様式１～３は、島尻教育研究所のホームページからダウンロード可

(3) 教育委員会は、応募書類を確認の上、教育研究所所長宛に様式１・様式２・様式３を提出する。

福祉部局は、応募書類を確認の上、教育委員会を通して教育研究所所長宛に様式１・様式２・様式３を

提出する。

７ 応募書類の提出方法・期日

(1) 幼稚園･こども園から市町村教育委員会・福祉部局へは、 令和２年１月 17日（金）までとする。

(2) 市町村教育委員会から島尻教育研究所へは、令和２年１月 24日（金）までとする。

８ 教育研究員の決定通知

決定通知を島尻教育研究所長から各市町村教育委員会、福祉部局に通知する。(令和２年３月中旬予定)



新旧対照 ※ 訂正する内容については、訂正する項目の下に青字
で表記

平成31年度 教育研究員募集要項（公立幼稚園・こども園）
令和２年度教育研究員 募集要項（幼稚園・こども園）

南部広域行政組合島尻教育研究所

１ 事業目的

公立幼稚園・こども園における今日的教育課題を解決していくために、幼児教育に関する理論研究と実践力の

向上及び教育職員としての教養の深化を図り、使命感を持った人材を育成して島尻教育の活性化と発展に資する。

幼稚園・こども園における今日的教育課題を解決していくために、幼児教育に関する理論研究と実践力の向上

及び教育職員としての教養の深化を図り、使命感を持った人材を育成して島尻教育の活性化と発展に資する。

２ 応募資格

(1) 南部広域行政組合教育委員会域内の公立幼稚園教諭・こども園保育教諭で、公立保育所勤務も含めて経

験３年以上経過していること。

(1) 南部広域行政組合教育委員会域内の幼稚園教諭・こども園保育教諭で、保育所勤務も含めて経験３年以上

経過していること。

(2) 原則として県内外の研修機関における長期研修修了後３年以上経過していること。

(3) 教職10年経験者研修の対象者、教員免許状更新講習の対象者を除く。

(4) 沖縄県立総合教育センターの長期研修応募との併願は、原則として認めない。

(5) 本教育研究所が計画する研修（宿泊研修を含む）を受講することができること。

(6) 教育研究員の派遣に係る代替教員等の加配については、派遣元が負担すること。

３ 研究期間

前期 平成31年 ４月１日 ～ 平成31年 ９月30日 (６ヶ月)

後期 平成31年 10月１日 ～ 平成32年 ３月31日 (６ヶ月)

前期 令和２年 ４月１日 ～ 令和２年 ９月30日 (６ヶ月)

後期 令和２年 10月１日 ～ 令和３年 ３月31日 (６ヶ月)

４ 研究内容

幼稚園・こども園における今日的教育課題を踏まえ、理論的研究及び実践研究を行い、その具体的な成果を

広く現場に還元できる内容とする。また、研究内容は報告書にまとめる。

幼稚園・こども園における今日的教育課題を踏まえ、理論研究及び実践研究を行い、その具体的な成果を広

く現場に還元できる内容とする。また、研究内容は報告書にまとめる。

(1) 研究領域 教育課程内の領域とする。

(1) 研究領域 幼稚園教育要領、こども園教育・保育要領を踏まえた研究とする。

教育課程内の領域とする。

(2) 研究テーマ 研究テーマは、広く現場に還元できる内容とし、応募者が設定する任意のテーマとする。

(3) 検証保育 実践研究のための検証保育を所属園において実施する。

(4) 研究員の指導

① 研究の進め方、内容等については、島尻教育研究所指導主事を中心に指導する。

② 域内の幼稚園・こども園園長、教頭（主任）及び連携大学教員等を指導講師に委嘱し、研究テーマに関

わる指導を依頼する。

② 域内の幼稚園・こども園園長、教頭（主任）、連携大学教員、学識経験者等を指導講師に委嘱し、研究

テーマに関わる指導を依頼する。



５ 募集人員（予定）

前期 幼稚園教諭 ２名 程度

後期 幼稚園教諭 ２名 程度

前期 幼稚園・こども園教諭 ２名 程度

後期 幼稚園・こども園教諭 ２名 程度

６ 応募方法

(1) 応募者は、応募書類（様式１、２）を園長に提出する。

(2) 園長は応募書類（様式１、２）に、推薦書（様式３）を添えて厳封して教育委員会教育長に提出する。

(2) 園長は、応募書類（様式１、２）に推薦書（様式３）を添え、厳封して設置自治体の主管課長（教育委

員会教育長または福祉部局長）に提出する。

● 様式１：教育研究員申込書

● 様式２：希望研究テーマ

● 様式３：推薦書

※ 様式１～３は、島尻教育研究所のホームページからダウンロード可

(3) 教育委員会は、応募書類を確認の上、教育研究所所長宛に様式１・様式２・様式３を提出する。

(3) 教育委員会は、応募書類を確認の上、教育研究所所長宛に様式１・様式２・様式３を提出する。

福祉部局は、応募書類を確認の上、教育委員会を通して教育研究所所長宛に様式１・様式２・様式３を

提出する。

７ 応募書類の提出方法・期日

(1) 幼稚園･こども園から市町村教育委員会へは、 令和２年１月 17日（金）までとする。

(1) 幼稚園･こども園から市町村教育委員会・福祉部局へは、 令和２年１月 17日（金）までとする。

(2) 市町村教育委員会から島尻教育研究所へは、令和２年１月 24日（金）までとする。

８ 教育研究員の決定通知

決定通知を島尻教育研究所長から各市町村教育委員会に通知する。(令和２年３月中旬予定)

決定通知を島尻教育研究所長から各市町村教育委員会、福祉部局に通知する。(令和２年３月中旬予定)




